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開議  午後１時００分 

〇議長（寺島健一） 皆さん、こんにちは。 

ただいまの出席議員数は、１２人であります。よって、定足数に達しています

ので、これより平成２２年第２回竜王町議会定例会を再開いたします。 

   これより、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

それでは、これより議事に入ります。 

～～～～～～～～〇～～～～～～～～ 

日程第 １ 一般質問  

〇議長（寺島健一） 日程第１ 一般質問を行います。 

質問および答弁は、簡単明瞭に要旨のみ願います。発言通告書が先に提出され

ておりますので、それに従い質問願います。それでは、１番、蔵口嘉寿男議員。 

○１番（蔵口嘉寿男） 私は、今定例議会に、工事等の発注や商品の購入を町内で調

達する施策について、質問をいたします。 

地球温暖化を防止するため、ＣＯ２の削減目標が示されるなど地球規模で環境

負荷を低減する活動が展開されています。竜王町は、公共施設において環境マネ

ジメントシステムとしてＩＳＯ１４００１を取得され、行政挙げて推進をされて

きましたが、行政改革等の理由で現在その取り組みを停止されています。 

そこで、グリーン購入の運動として、環境によりよい商品を購入する項目が設

定されていましたが、この際に、工事等の発注や商品の購入を町内で調達できる

率を高めることによって、重機・機械の運搬や商品の搬入による化石燃料の低減

が図られることや、少量であっても町内消費が高まるなど、一石二鳥の効果があ

ると考えるところであります。町内で発注・調達する率を設定して町内消費を高

める施策をぜひ展開していただきたく、町長のご所見をお伺いいたします。 

併せて、昨年度において、工事と商品に分けて、おおまかでけっこうですので、

町内での発注や調達の状況がどのくらいの率であったのか、お伺いいたします。 

さらに、工事請負の入札指名にかかる格付け基準等の見直しを行うとの方向を

示されていましたが、その後の経過と取り組みについてお伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 蔵口嘉寿男議員の「工事等の発注や商品の購入を町内で調達す

る施策について」のご質問にお答えいたします。 

地球温暖化による影響は、もはや他人事ではなく、例えば滋賀県の農業にも影



 - 26 - 

を落としており、温暖化の影響による近江米（こしひかり・秋の詩など）の一等

米比率が全国平均を下回っているという実態であります。 

県では、２０３０年における温室効果ガス排出量を、１９９０年対比で５０％

削減するという目標を立てられました。同時にクリーンエネルギーの活用促進を

図り、併せて地域振興につなげることを提唱されているところでございます。県

の目標に対し、企業経営の面から果たしてその数値が妥当なのか懸念される声も

出ましたが、私は、ＩＳＯの基本理念どおり、自ら目標数値に向かい、その行動

を起こしていくことの大切さは議員仰せのとおりでございます。 

町内消費・町内発注の数値目標につきましては、今までの経緯を見まして検討

いたしてまいりたいと考えます。以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 蔵口嘉寿男議員さんの「工事等の発注や商品の購入を町

内で調達する施策について」のご質問にお答えいたします。 

ただいま町長より、地球温暖化防止の取り組みに対する考え方や町内発注・町

内消費に対する考えの回答があったわけでございますが、役場で使用いたします

用品等の購入や業務委託ならびに工事の発注等につきましては、これまでから町

の産業振興・経済発展の意味から、可能なものについて積極的に町内業者からの

購入・発注に取り組んでおるところでございます。 

お尋ねの町内での発注や調達状況について、平成２１年度決算に照らしてお答

えさせていただきます。町内業者からの調達率を該当する費目の決算ベースで見

てみますと、一般会計におきましては、日用品や消耗品、燃料、印刷、修理・修

繕など物品等の購入関係が１２.２％、公共施設の管理や各種事業・業務の委託

など業務委託関係が４４.５％、工事請負費が４５.０％となっております。また、

特別会計におきましては、物品等の購入関係が１８.９％、業務委託関係が２１.

３％、工事請負費が３７.８％となっております。 

現在、物品等をはじめとする発注につきましては、その額が３０万円を超える

ものにつきましては、原則、指名願いが提出されておりますことが条件となって

おりますので、商工会等を通じまして指名願いの提出につきましてご理解いただ

けるよう周知を図りながら、引き続き町内発注の確保に努めてまいりたいと考え

ております。以上、蔵口議員さんの質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 杼木政策推進課長。 

○政策推進課長（杼木栄司） 蔵口議員からのご質問のうち、工事請負の入札指名に
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かかる格付け基準等の見直しについての経過と取り組みについて、お答えをさせ

ていただきます。 

竜王町の建設工事の入札にあたっては、基本的には、現在のところ「業者格付

け基準ならびに工事等の選定基準」の規程に基づきまして、信用、その他の面か

らも履行が確実な事業者を選定する「指名競争入札」方式により執行し、それに

より工事の発注を行っているところであります。 

この基準につきましては、平成１３年度に改定しました基準をもとに、今日ま

でさまざまな状況に対応しながら工事入札の執行を行ってまいりましたが、今回、

平成２２年度執行から、改めて基準の改定を行ったところであります。 

今回の改定の背景としては、長年、景気が低迷する中、近年、公共事業の発注

事業量が減少したことに伴い、事業者とりわけ地域の事業者等の入札参加機会が

縮小してきていることから、その機会を拡大することにより、競争原理による業

者育成と質の高い工事の履行を図るため、改定を行ったものです。 

基準の見直しにあたりましては、１つ目に格付け等級区分の整理、２つ目とい

たしましては経営規模等評価の評点の平均が下っていることへの対応、３つ目に

入札参加への事業者数の拡大の３つを視点に現状把握を行うとともに、近隣市町

の状況も把握した中で、本町の実情に合った入札基準の検討を行ったところであ

ります。 

具体的な改定の内容の１点目といたしましては、業者の格付け基準の改定でご

ざいます。これは、業者の経営規模等評価等の評点をもとに等級を付けておりま

すが、評価点数に合わせて今日まで５等級の区分から、今回、３等級の区分に整

理いたしました。 

また、２点目としましては、どの規模の工事等に入札指名するかの「指名選定

基準」の改定でございますが、等級ごとに発注できる基準額を、本町の工事発注

規模の現状を勘案して、その基準額の改定を行っております。 

いずれにいたしましても、入札契約制度は、公正性・透明性・競争性が高く、

品質が確保されることが重要でございます。今後、事業者の施工実績や技術力、

地域への貢献等、価格以外の要素も取り入れた新たな制度の導入も含めて、より

よい制度の確立に向けまして、国をはじめ他の自治体の動向とともに、社会的な

潮流も注視しながら、引き続き検討を重ねてまいりたいと考えております。以上、

蔵口議員さんのご質問に対する答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） １番、蔵口議員。 



 - 28 - 

○１番（蔵口嘉寿男） 先ほど町長さまから回答があったわけでございますが、地球

温暖化の防止についてはよく理解していて、行動していく大切さを感じていると

いう方向のもとに、「検討していく」という言葉があったわけでございますが、

先ほど松瀬課長から答弁がありましたように、数値はもうはっきりしているわけ

でございますので、これ以上の率を高めるのか、高めないのか、その辺の明確な

ご答弁をお願い申し上げたいと思います。 

それから、杼木課長からは格付け等の基準の見直しを今回行ったというような

ことで、このことについては大変効果があり、一定の評価をするところでござい

ますけれども、３点ほど今まで考えていたこと、あるいは皆さま方から意見を聞

く中で、一定の質問をさせていただきたいと思います。 

建築工事等の入札で比較的工事が大きい入札については、だいたい建築本体工

事・設備工事・電気工事など、県および周辺市町では分離発注がされておるわけ

でございますが、電気工事・設備工事を施工できる業者の方は町内にも多くござ

います。一括発注による弊害として、建築本体工事に重点が置かれ、設備工事や

電気工事が下請け・孫請けなどで工事額が圧縮され、工事施工が強いられ、最低

限の工事施工がされる例があり、電気の容量がぎりぎりであったり、設備の補修

が早く来たりするような事例があると聞いております。 

先の入札では、鹿島建設とか準大手の熊谷組あるいは西武建設といった入札指

名を行いながら、その大手から入札不参加というような結果の指名もあったわけ

でございます。大手あるいは県外業者に一括発注するのではなく、町内業者への

受注機会を増やすためにも、分離発注が必要と考えるものでございます。他の市

町村あるいは県でやっておられるのに、竜王町ではなぜできないのか、お尋ねい

たします。 

次に、町内業者として格付けしている業者の中で、名義上において営業所を持

つ業者が格付けされている実態がございます。これについて３回に１回程度の指

名がされているということであります。この「町内の営業所」の定義が曖昧であ

ると考えます。他の市町では、町内に本社を持つ業者のみを格付けして、営業所

は格付けしていない例が多いのです。この点について見直す考えがあるのか、お

伺いいたします。 

さらに、工事入札後に入札額が公表されていますが、特に入札予定価格が公表

されていますが、県などでは、入札予定価格の総額に対して内訳を明示した公表

がされております。透明化も含めてでございますが、竜王町でも業者の方が今後、
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入札の積算や参考にするため、業者育成の観点からぜひ予定価格の内訳を明示し

た公表をしていただきたいと考えますが、この点についてもお伺いします。以上

４点、お伺いいたします。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 蔵口議員さんのまず１点目でございます。町内消費・町内発注、

これは他にもご質問いただいておりますとおり、次の再生産と言うのでしょうか、

再投資、町内でお金が動いて行くこと、それが次の活性にまたなっていくという、

こういう意味では非常に大切な要素がございます。基本的には、町内の皆さんへ

ということでございますけど、数字的には今後、今までの状況をしっかりと分析

させていただきまして、取り組めるところは、もっともっとこういう方法で改善

できるのではないかということもあわせまして設定させていただくように、努力

はさせていただきたいという具合に思います。よろしくお願いいたします。 

〇議長（寺島健一） 杼木政策推進課長。 

○政策推進課長（杼木栄司） 蔵口議員さんからの追加の質問について、お答えをさ

せていただきます。 

建築工事の大きな工事についての分離発注等の考え方についてということで

ございますが、基本的には良質な建築工事が完成することをもとにいたしまして、

効果的・効率的な業務の発注に努めているところでございます。ご質問のご趣旨

を踏まえまして、今後、発注担当課等とも含めて検討させていただきたいと思い

ます。 

２つ目に、町内格付けの営業所の定義でございますが、指名願いを出していた

だいたところの業者の営業所の設定があるものを考えております。営業所の状況

も踏まえまして、指名等の業者選定等についても検討しておりますので、今現在

のところは一定こういった方向で進めていく考えをしております。 

また、入札の予定価格の内訳の公表につきましては、今お話をいただきました

ように、いろいろな状況も含めまして、また研究・検討を重ねていきたいと思っ

ております。以上でございます。 

〇議長（寺島健一） １番、蔵口議員。 

○１番（蔵口嘉寿男） １問目の点につきましては町長さんのお答えをいただきまし

たので、努力いただきますように、よろしくお願いいたします。 

あと、２・３については、どの答えを聞いても「検討する」ということでござ

いますが、私の質問の中には、「なぜできないのか」ということも尋ねておりま
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すので、そこらあたりをお答えいただきたいと思います。 

〇議長（寺島健一） 杼木政策推進課長。 

○政策推進課長（杼木栄司） 蔵口議員さんからの再々質問について、お答えをさせ

ていただきます。 

建築工事等の一括発注等のことでございますが、今日までの発注業務内容を検

討いたしまして、その中の内訳・バランス等を考慮する中で、一括発注がベター

なのか、さらに分離発注がベターなのかというようなことを検討して進めており

ますので、今後もそういった点で進めていく考えでございます。 

また、入札の予定価格の内訳の公表については、引き続き研究・検討させてい

ただきたいと思います。 

〇議長（寺島健一） 次に、６番、山添勝之議員。 

○５番（山添勝之） 私は、小中学校の土曜授業についてということで、ご質問申し

上げたいと思います。 

最近の教育内容においては、土曜日も授業を行わないと十分な満足感を与える

教育とならない旨のテレビ放映を行っておりました。また、夏休みを返上し短縮

して、対応している学校もあるとのことです。その時間を主に体験的学習授業に

割り当てているようでございます。 

しかしながら、土曜授業を取り入れている学校と取り入れていない学校が、同

じ市町において存在するようです。しかし、その結果として、学校外活動におい

て統一的団体活動に支障をきたし、足並みが揃わない現状となっているとのこと

です。指導者は、その対応に苦慮しているとの報告がございます。例えば、それ

は広域スポーツ少年団等の活動でございます。 

ところで竜王では土曜授業・夏休み短縮授業（補習授業含む）に対する取り組

みについて、どのよう対応されておられるのでしょうか、お聞きします。また、

基本的に「ゆとり」という言葉を含めた土曜授業についての教育委員会の見解を

お伺いします。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） 山添勝之議員さんの「小中学校の土曜授業について」にお

答えします。 

まず、本町におきましては現在のところ、「土曜授業」については、各学校の

運動会やＰＴＡ行事を兼ねた授業参観を除いては実施しておりません。 

続きまして、「夏休み短縮授業」すなわち「夏季休業等の長期休業期間を短縮
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して授業を行うこと」に関しましては、授業時数確保の目的から、竜王中学校に

おいては、平成１７年度より８月下旬から２学期を始め、実力テストや体育大会

等の特別活動の時間に割り当ててきている経緯があります。 

本年度につきましては、小・中学校の３校とも８月３０日から登校を始めるこ

ととし、これをもって授業時数の確保に努めたいと考えています。 

また、これ以外に夏休み等の長期休業中については、いずれの学校においても、

学習の定着が遅れた児童生徒を対象に、授業時数に数えない、いわゆる補充学習

を実施しています。これらにより、新学習指導要領に対応した授業時数の確保お

よび児童生徒の学力保障に取り組んでいます。 

さて、議員ご質問の「土曜授業に対する教育委員会の基本的な見解」でありま

すが、そもそも学校週５日制の実施については、平成７年度から毎月の第２・第

４土曜日を休業日としたことに始まり、それに先立つ平成６年の文部省の通知に

は、学校週５日制の趣旨として、「学校・家庭及び地域社会の教育全体の在り方

を見直し、社会の変化に対応してこれからの時代に生きる幼児児童生徒の望まし

い人間形成を図る観点」から、「土曜日等において児童等が主体的に活動するこ

とができるよう、様々な活動の場や機会の提供などの条件整備に積極的に取り組

むこと」としています。 

また、これからの時代に求められる学力とは「生きる力」であり、知識・技能

の習得、思考力・判断力・表現力等の育成に加え、道徳教育や体育の充実を図る

中で、豊かな心や健やかな体を育成することが肝要であるとされました。いわゆ

る「知・徳・体」の調和のとれた人間の育成が、今日の教育に一層求められてい

るところであります。これらのことから、本町教育委員会においては、学校・家

庭および地域社会の、それぞれの担うべき役割を明確にし、それらの教育力の強

化と連携強化に努めているところであります。 

学校に最も求められる「知」に関しましては、課業日において、新学習指導要

領の実施に伴う学力の向上に向け、学校においては授業改善、すなわち教員の指

導力の向上、家庭では学習習慣の定着を目指す連携や読書の推進に力を注いでい

るところであります。特に、昨年度からはＰＴＡ学力向上委員会を設置し、町全

体での取り組みを推進しています。 

そこで、土曜・日曜については、家庭や地域の役割として、地域で子どもたち

の「生きる力」の育成に取り組んでいただけるようにと考えています。社会教育

関係団体等との連携に十分配慮し、子どもの体験活動、特にボランティア活動な
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ど社会奉仕活動、自然体験活動その他体験活動の充実に努めることは、学校教育

法においても明示されているところです。 

そこで、竜王町においては、地域の方々の指導によるスポーツ活動や自然体験

活動を優先し、例えばスポーツ少年団活動や、公民館での「わんぱく交竜塾」や

子供会指導者連絡協議会の活動、中学生での部活動等に取り組むことが大切だと

考えます。今後、議員のご質問を好機として、改めて学校の役割と家庭や地域社

会の役割を再認識し、それぞれの教育力の一層の向上について、教育委員会とい

たしましては全力を注ぎたいと考えています。以上、山添勝之議員への回答とい

たします。 

〇議長（寺島健一） ６番、山添議員。 

○６番（山添勝之） どうもありがとうございます。 

私がどうしてこういうことを聞いているかと言いますと、これは東京都の話だ

そうですが、東京都では月に２回は土曜日を開業すると、開業と言うか、授業を

行うことは可能ですよということを決められたということです。学校にお任せと

いうことだそうですけれども、しかしながら、そういうトップからの通達等々で

あっても、その学校によってばらつきがあるのでは、やはり子どもたちにとって

はよくないことであろうなと思うのです。 

現実に、滋賀県でも私立は、土曜日は確か授業をやっておると聞いております

が、それは事実かどうかお聞きしたいのと、それと、私立との整合性というのか、

その上において子どもたちにとって、公立に行っている者と私立に行っている者

との学力の差とか、そういったものがあまりひどく出るのでは、やはりそこに大

きなハンディを背負うようなことでは困るというふうに考えるところでござい

ますので、その辺の考え方をお聞きしたいと思います。 

そもそも、土曜日がどうして休みになったかというのは、全国的にゆとり教育

というのは脱却がこの頃進んでおるというふうに聞いておりますので、今、富長

課長からの答弁によりますと、竜王町ではいろいろなそういうことも、地域との

兼ね合いというようなことも兼ねてそれを行っているというのは、以前から聞い

ておりましたことですけれども、やはり現実に、現在それが地域との関連で行わ

れているのかどうかというとこら辺も改めてお聞きしたいと思うのですが、よろ

しくお願いいたします。 

〇議長（寺島健一） 富長学務課長。 

○学務課長（富長宗生） まず、適正な授業時間数につきましては、学習指導要領に
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示されております。本町においては、年間計画に基づいて決められた授業時間数

を下回らないようにと、各学期ごとに点検をし、指導も行っております。その結

果として、授業時間数につきましては、どの学校・学年においても、決められた

時間数以上を実施しております。 

学校にとりまして、土曜授業を実施するメリットにつきましては、保護者や地

域の方々が参加いただきやすいことでございます。東京都の方針につきましても、

土曜授業を実施する１つの視点として、授業参観等を考えていくようにというふ

うなことを通知の中でも申し述べております。ただ、近年におきましては、授業

時間数の確保という観点から土曜授業を実施するところもございます。 

県内の私立におきまして、土曜授業を実施しているところが小・中学校である

かどうかにつきましては、また詳しいことについては存じ上げておりませんが、

高校については土曜授業を実施しているところはございます。 

竜王町におきましては、現在、授業時間数を確保しておりますので、現段階で

は土曜授業の実施については考えておりませんが、今後、議員さんのご質問を活

かして、検討課題としては考えていきたいと思っております。以上でございます。 

〇議長（寺島健一） ６番、山添議員。 

○６番（山添勝之） よろしくお願いしたいと思います。 

竜王町では、教育行政基本方針、大変立派な方針をつくっていただいておりま

すので、やはりこれに沿った教育をぜひしていこうと思えば、それがゆとりなの

かどうかというとこら辺も問題のところかと思うのですけれども、これを遂行し

ていこうと思えば、やはりある程度、そういうことも本当に考えていかなければ

ならないことじゃないかなと思うわけなんですよ。 

そもそも、土曜日授業というのは、私の仕入れたものによりますと、もともと

の始まりは教師から出てきたという話でございまして、聞いておりますが、同じ

く公務員である教師がほかの公務員と違うのでは具合が悪いと。やはり土曜日は

休みというとこら辺から発生してきた問題だというふうに、私の資料にはあがっ

ているのですけれども、それはどうですか、我々がよくテレビ等で見る熱血漢あ

ふれる教師というような言葉でもあるかと思いますけれども、そういう方々の、

土曜日でも出てやってやろうという、あるいはスポーツなんかでは特にそうなん

ですけれども、そういうとこら辺は何か、無償というのか、無給というのか、そ

れでやっていただいておるそうでございますが、竜王町も大変立派な先生がたく

さんおいでですし、そういうとこら辺でも、土曜日は休みだからということでし
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ばりをかけるのではなしに、やはりある程度フリーなところでやってもらえる、

その場所を提供してもらえるのかどうかということを、教員長、よろしくお願い

します。 

〇議長（寺島健一） 岡谷教育長。 

○教育長（岡谷ふさ子） 山添議員のご質問にお答えさせていただきます。 

竜王町といたしましては、子どもたちの生きる力、そのうちの１つの学力をつ

けるという意味では、授業時数の確保ということを一番に考えまして、今年度に

つきましては２学期を２日早く始めるというような具体的な措置もとりながら、

また、最も基本となります授業改善、教師の指導力の向上ということに、いろい

ろな対策をとりながら、質を上げていくということに全力を挙げるとともに、家

庭での学習習慣、家庭の教育力を上げるということをあわせて考えておりまして、

今年２年目でございますけれども、ＰＴＡ学力向上委員会の取り組みをさらに充

実させていこうということで取り組んでおります。 

それから、各学校におきましても、校内研究等あわせまして同じような取り組

みをより綿密にしてもらうということを計画しております。そして、毎年、毎年

のつまづき診断テストで子どもたちの学力はどう変化していくかというような

ことも科学的に分析しながら、今後の検討を加えていきたいと考えておりますの

で、土曜授業につきましては、子どもたちのゆとりも保障し、それから学校・家

庭・地域の教育力のバランス、またそれぞれの向上も考えながらやっていきたい

なと考えております。 

山添議員さんのおっしゃいました、熱血漢溢れる、土曜日でも授業をしよう

という教師がいればということでございますが、それは日々の毎日の授業ある

いは授業後、放課後・昼休み等におきましても、そういう熱心な教師はいろい

ろな取り組みをしておりますので、ますますそういうことが全般的に土曜日の

みならず行われるような取り組みを、今後充実させていきたいなと考えており

ますので、ご理解いただきたいと思いますとともに、年次、年次の取り組み成

果につきまして、温かい目で見守っていただきたいなと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

〇議長（寺島健一） ７番、菱田三男議員。 

○７番（菱田三男） 私は、自治会による配布業務（区長便）の見直しについて、お

伺いをいたします。 

本年３月上旬に竜王町財政健全化に向けた住民説明会が開催され、町財政が一
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段と厳しいことを訴えられ、町民皆さんの理解を求められたところでございます。

その中に、財政健全化プランとして、各種補助金のカット、自治会から出られて

いる各種委員手当を削減すると説明されましたが、既に今年度当初予算に反映さ

れております。町財政が厳しい中、住民や自治会が少しでも町の財政支出の軽減

に努力することが、今ほど必要であると考えるものであります。 

町広報紙を自治会が配布することによる町の財政支出を抑え、また、支出削減

された経費を自治振興費として交付されれば、有効な施策と考えるものでありま

す。当局の町広報紙などの配布業務を見直すことについての所見をお伺いいたし

ます。 

また、財政健全化プランを推進中ですが、今後、町民皆さんや自治会の協力が

得られるならば、他の団体が発行される機関誌などの配布についても見直すこと

ができないのか、また、そのような考えがないのかをひとつお伺いしたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 菱田三男議員さんの「自治会による配布業務（区長便）

の見直しについて」のご質問にお答えいたします。 

菱田議員のお尋ねの、役場から自治会および住民の皆様への文書、町の広報、

チラシ等につきましては、以前は区長さんのお手をわずらわせて配布を願ってお

りました。 

このことについては、かねてより当時の区長さんから、区長便といった配布方

法の見直し検討の要請をいただき、中には「区長は郵便配達員ではないのだから」

といった強いご意見をいただいたこともありました。その理由といたしましては、

全戸配布の場合、自治会によっては相当な件数となり、区長さんの負担が大きい。

また個人宛文書については、特に若い人の名前などがわからず届け先が分からな

いといったことなどでございます。また、町側といたしましても、自治会によっ

て配布時期・方法が異なり、情報提供にばらつきが生じるなどの問題点も住民さ

んから指摘されておりました。 

このような状況から区長会で検討をしていただいた結果、平成１８年度から区

長さんによる配布方法を改め、町広報の内容の充実とあわせ、各種チラシや広報

等については新聞折込・メール便とし、個人宛通知文書につきましては、すべて

郵送することといたしました。 

菱田議員仰せのとおり、再び自治会において広報等の配布をお願いすることが
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できるとなれば、経費の節減となり、その財源を新たな施策に充てることも可能

となります。しかしながら、区長便廃止に至った経緯を考えますと、各種団体の

ことも含め、現在のところ再考を要する問題点も発生しておりませんことから、

このまま継続をしてまいりたいと考えております。以上、菱田議員さんの質問に

対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ７番、菱田三男議員。 

○７番（菱田三男） 今、課長の答弁ですと、最後に「しない」ということをポンと

言われましたので、「ええっ？」と思って私もびっくりしたところです。実は私

が区長便、平成１８年に廃止されたと、昔は区長が配っておられました。それが

１８年で廃止で、今、郵便と広報は新聞折り込みしているということですけれど

も、私も１９年度と２０年度に区長をさせてもらった経験もあります。その時に

私も区長会でちょっと言わせてもらったことが１回あったのです。 

というのは、今課長が言われた広報については新聞折り込みで、あとメールと

されますね。そうすると、以外に区長に来る区長便、玄関に箱がドーンと置かれ

ます。あの中には、金曜日が区長便だと思うのですけれども、毎月、全戸配布の

こういういろいろなお知らせとかが来るわけです。それは、郵便屋だと言われた

人がおられるかもわからないけど、実際に全戸に配布しないといけないわけです

ね。区長便として箱に入っているものが、「お願いします」と来ているのだから。

これは「やめた」と言ってポイと捨てるわけにはいきませんね。これは各区長さ

ん、どこの自治会の会長さんでも各戸に配られると思うのです。 

こういうことから考えてやはり、いろいろとあるのですよ、これも数を見ます

と、年間だいたい２２回ほど。一番月刊紙でする生活安全課さんが駐在所さんか

らお願いしている『安全ニュース』とか、あれはもう何月号・何月号と書いてく

るのです。というのは、月に１回はあるということなんなですよ。あといろいろ、

ずっと書いてあるのですけど、いろいろありますね。数をカウントしてもだいた

い２２回、毎月で１２回あるでしょう、それ以外で１０回ぐらいあって、２２回

はあるわけです。 

そういうことから、先ほど来の答弁で言うと、郵便屋と違うから配らないと言

う区長さんもおられるかもわからんけど、その区長さんは前にはその便は放って

おかれたのですか。広報だけは新聞に折り込むと。私らの『議会だより』も、こ

の議会が終わって委員会を開いて配るわけですね。年４回の発行をするわけです。

その部数も数えてみたら新聞折り込みが３,９５０部、これはたぶん広報と同じ



 - 37 - 

だと思うのです。あと、メールが１７０件、それで経費もここに書いてあるので

すけども、そしてこの６月の広報を見ますと、６月現在で４,４５７と書いてい

ます、一番裏には。そしてトータルすると、４,１２０部が今日現在配布されて

いると。そうすると、４,４５７あって、引き算をしても３３０部は配られてお

らないのかなと。そうでしょう、世帯数がこれだけあって、新聞に何通折り込ん

だ、メールは何通と、きちんと数が出ているもので調べたらそうなるわけです。 

そうすると、３３０部は行ってないわけですか。私は、行政は広報なんかは全

戸に配布する義務があると思うのです。町民さん一人ひとりに。それを聞いたら、

新聞を取っていない方は、希望者は知らせてくださいと、メール便で送りますと

いうことなんです。そういう関係からいって、大変ご苦労願うと思うのですけど

も、区長さんにお願いをしたら、確かに１００％は確実にいくと思うのです。小

さい自治会、大きい自治会、いろいろあると思うのですけども、こういう経費、

先ほども言ったけども、自治振興費に充てていただいて、そうするとその自治区

がそれは考えていただいて、区長さんが自ら配れということは、いろいろ考えが

あるだろうけども、そうではなしに自治会で皆さんで協議をしていただいて、そ

ういうことを、何を言っても区長会に了解を得ないと、今日現在は新聞折り込み

なので、区長会でそういう了解をしてもらわないといけないと思うのです。 

それにもう１点、この部数と、町長さんが議会の委員会とかそういうところで

も自助・公助・共助、これからはみんながしてやりましょうと、こういう時でも

なんでも言われていますね。そこらを考えてみたら、私は、区長さんには大変ご

苦労願うのだけども、町としてどうだろうかなと、そう思ってこの質問状を考え

たのですけども、そこらあたり、私が今言わせてもらったように、もう１回そこ

らあたりを考えて答弁をお願いしたいと思います。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 菱田議員の再質問にお答えをいたします。 

まず、配布部数でございます。４,４５７部、これは新聞屋さんへ持っていか

れるということだと思うのですけれども、新聞店につきましては、現在、１社で

はございませんので、いくつか取扱店がございます。そういったことから、そう

いったところへ配布をいたしますのに、余分を含めましてその程度を合計、新聞

店舗に持っていっておるということでございます。実際の世帯数を見ていきます

と、約３,７００くらいで済むわけですけれども、そういった割増しの部分があ

るということでございます。 
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そして、提案いただいております、区長さんにご了解がいただけたら、そうい

った自治振興費にも回せたらというふうなことでございます。私も今日、そうな

ると非常にいいかなというふうには思いますが、現在、先ほども申しましたよう

に、こういった新聞折り込み等に至りました経緯、そしてまた区長会におかけし

まして、該当年度の区長さんにはご了解をいただけても、次の区長さんにはご了

解をいただけるかとか、そういったこともございます。そういったことから、こ

の部分についてはやはり慎重に検討をしていかなくてはいけないということだ

と思います。 

そういったことで、申し上げていますように、今現在そういった問題点という

のがあがってきておりませんので、そういったご提案も含めまして、内部ではど

んなものかもう少し調査をしてみたいと思います。以上、回答とさせていただき

ます。 

〇議長（寺島健一） ７番、菱田議員。 

○７番（菱田三男） ちょっとわかったかなというような今の答弁をいただいて、も

うひと押しだなと思っていますけども、なかなか、区長さんが了解しないと、「や

めた」と言われたらこれまでなんですよ。現にあるのだから。廃止した経過は、

今言われましたように、「郵便屋ではない」と、数の多いところもあるとか。そ

れだったら、私が言いたいのは、健全化に向けて各種の環境委員さんとか体育委

員さん、文化委員さんとか、いろいろおられますね。この手当もみんなカットさ

れましたね。だから、そこらも自治会としても、カットしてそのままの自治会も

おられるか知らんけども、それは気の毒だといって自治会から負担をする自治会

もあると思うのです。そういう財源を、できれば区長さんもひとつご無理を願っ

て、広報・議会だより云々ではないのです。いろいろあるのです。青少年のもの

とか福祉のものとか、月刊ではない、毎月ではないですけども、これはもう調べ

てもらったら各種団体というのはそこなんですけど、それをトータルしていただ

いて、役場の総務の誰かが管理して、月に１回みんなそれに入れさせてもらって

配ると。そうするとかなり財源が浮いてくると思うのです。それを３２集落云々、

世帯数とかいろいろあるけども、それをしていただいたら、削減・カットされて

も仕方ないなと。それを私は声を大にして言いたいのです。予算が在所・自治会

というのは大変なんです。それに対して町も、先ほど言ったように厳しいのだか

ら、それをお互いになんとかしようということを私は、最後、町長さん一つ、「自

助・公助・共助」とか、「自ら自分らでなんとかしましょう」とか、いつも私も
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聞いていますので、区長会で１回、町長からそういうお願い・提案をされて、や

ってくれと、がんばってひとつ、「菱田さんが言うとおりわかった」と、そこを

ひとついい返事をよろしくお願いして、質問を終わります。 

○議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 菱田議員さんのお話の中から、いろいろと反省しなければいけ

ない点を今感じ取った次第であります。 

１つには、私は町の皆さん、それぞれ隅々にまで町の思いが届かないといけな

いということをいつも申し上げております。その中の一番のやはり手段となるの

が広報でございまして、届いてないところがあるとするならば、これはやはり見

直すべきだという思いでございます。 

それから、それをお届けするに要する費用の面、これを今、議員さんがご指摘

なさっているわけでございますけれども、現在の方法に改められた時の経緯、こ

れは私は詳しくは存じません。現在は新聞折り込みでという形になっているわけ

でございます。ところが、ほかにも書類なり新聞に折り込みされるものはたくさ

んある。トータルすれば相応の折り込み賃になっているだろうと。それをもう一

度見直して、今、区長さんの中でご了解いただけるならば、それも経費節減の道

ではなかろうかという議員さんのお話でございます。 

今お話しいただいた内容はしっかりと受け止めをさせていただきまして、また

近くに今度商業施設の開設に伴います区長会を予定しておりますので、その席で

でも私の方からお話をさせていただきまして、一番いい方法をまた皆さんとで話

し合っていくと、答えを出すという方向で臨ませていただきたいと思いますが、

よろしくお願いしたいと思います。 

〇議長（寺島健一） １１番、大橋弘議員。 

○１１番（大橋 弘） 私は、本日２問について質問をさせていただきたいと思いま

す。まず１番目に、子どもの虐待防止対策について、お伺いをしたいと思います。 

最近、新聞やテレビなどでよく目にする児童の虐待、かわいいはずの我が子を

自らの手で虐待するという大変悲しい現実が各地で繰り返し発生しており、大変

残念でなりません。一昔前は、おじいさん、おばあさんと同居することが一般的

でありましたが、核家族化や都市化が進み、地域とのつながりが薄れる中で、積

極的に外部と接触が持てない親子は孤立しがちとなり、育児不安やストレスを抱

える親や保護者が多いように思います。親子の関係が一度悪化すると、習慣性に

なって子どもに手を出してしまうのだと思います。虐待を防止するには、周囲の
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者が早期に親子を支える必要があると専門家は指摘されております。 

先日の新聞に、滋賀県内で２００９年度の児童虐待相談件数が２,８０２件あ

り、年々増加傾向にあると報じられていました。竜王町では、こうした子どもの

虐待防止対策にどのように取り組み、どのように推進しようとされているのかに

ついて、お伺いいたしたいと思います。 

〇議長（寺島健一） 山添住民福祉主監。 

○住民福祉主監（山添登代一） 大橋議員さんの「子ども虐待防止対策について」の

ご質問にお答えいたします。 

近年、少子化の進行や地域における連帯感の希薄化、育児情報の氾濫などを背

景に、保護者の多くは、妊娠・出産・育児のあらゆる場面においてさまざまな不

安を抱え、悩み続けていると言われています。さらに、親自身の精神的な問題や

生活上のストレス等のさまざまな要因が複雑に絡み合い、わが子を虐待してしま

う親が増加していることが大きな社会問題となっております。 

児童虐待は、子どもの人権を著しく侵害するものでございます。また、その心

身の成長や人格の形成にも重大な影響を与えますとともに、将来の世代の育成に

も懸念を及ぼし、最悪の場合には命を奪ってしまいます。全国では、本年１月以

降、死亡事例が相次ぐなど大変深刻な状況が続いております。児童虐待は、子ど

も自身にとって最も安心できるはずの家庭の中で起きることから、その発見や対

応が難しく、社会全体で取り組むべき重要な課題となっております。 

議員も、ご承知のとおり滋賀県内の児童虐待相談件数が、平成２１年度では、

２,８０２件との報道がされております。前年度が２,３３５件でありましたので、

前年度と比較いたしまして、件数で４６７件の増、対前年度比１２０.０％とな

っております。このことにつきましては、学校や保育所など関係機関が通告・相

談しやすい環境になってきたことから、さまざまなところでの早期発見が通告・

相談に結びつき、虐待が深刻化する前に、関係機関による子どもや家庭への支援

につながってきていることも考えられると評価されております。 

竜王町では、児童虐待など、要保護児童の早期発見および適切な保護ならびに

支援につき、任意のネットワーク「子ども家庭支援調整会議」により関係機関と

連携し対応しておりましたが、平成２０年１０月１日、児童福祉法に基づく「竜

王町要保護児童対策地域協議会」を設置し、体制の強化を図り、組織的な対応を

行っております。滋賀県彦根子ども家庭相談センター・近江八幡警察署・近江八

幡市蒲生郡医師会・東近江健康福祉事務所や保育園・幼稚園・小学校・中学校な
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どが連携を密にしながら、代表者会議や実務者会議を定期的に開催し、関係機関

の支援の状況などケース状況のフォロー、担当機関の確認、支援方針の見直し、

問題課題の検討などを繰り返し行っております。 

その中で、虐待発生防止に係る取り組みとして、大きく５つの取り組みを行っ

ております。１つ目にすべての家庭・子どもの支援の充実、２つ目が虐待リスク

のある家庭の把握、３つ目が虐待リスクのある家庭のリスク軽減、４つ目が関係

機関との連携による支援体制の確保と機能強化、５つ目が虐待を認めない社会づ

くりであります。 

具体的な取り組みとしては、早期発見・早期対応・未然防止の観点から、子ど

もの虐待の発見機会を得られる保育園・幼稚園および小学校の先生方からの連絡

による早期発見や早期対応、また、虐待の未然防止の方策として保護者の子育て

の不安をなくすため、たまごサロン・赤ちゃんサロン、保健センター２階での子

ども広場の開設や、子育て支援センターでの専門的な子育て相談などを開催し、

相談や指導を行っております。 

また、啓発方法の１つとして、「オレンジリボン」がございます。オレンジリ

ボンには、児童の虐待の状況を広く知らせることや、子どもを虐待から守るとい

うメッセージが込められています。このオレンジリボンを活用して、５月の児童

福祉月間や１１月の児童虐待防止推進月間など、日ごろから啓発に努めていると

ころでございます。 

子どもたちへの教育・啓発としては、子ども自らが虐待から身を守る力を引き

だすために、専門の先生による学習プログラムの実施をお願いしております。本

年度は、保育園・幼稚園の子ども、保護者を対象に実施する予定でございます。

さらに、親意識の醸成を行うため、上手なほめ方を学んでもらい、親と子の良好

な関係づくりができるよう、幼児の保護者を対象に、６回・３講座の子育て講座

を開催してまいります。 

いずれにいたしましても、今まで述べました支援や啓発および講座などを繰り

返し行うことにより、子どもが安全で安心して育っていけるまちとなるものであ

ると考えております。引き続き、児童虐待の防止対策を推し進めてまいりますの

で、格別のご理解とご協力をお願い申し上げ、大橋議員さんへの回答といたしま

す。 

〇議長（寺島健一） １１番、大橋議員。 

○１１番（大橋 弘） 全国では子どもの虐待件数が４万２,０００件以上発生して



 - 42 - 

おります。滋賀県でも、先ほど私が申し上げましたように、前年対比１２０％も

増加しているという、大変悲しいことでございますけれども、こうしたことが各

地で報道されると、こういうことは虐待防止対策やその啓発活動が進んである結

果であるなと、このようにも思います。 

ただいまお答えいただいた中でのことも含めまして、４点ほどについてお尋ね

したいと思います。１つ目には、竜王町での虐待の状況はどうなのかということ、

２つ目に、竜王町要保護児童対策地域協議会という組織ができておりますが、こ

の組織の詳細についてお尋ねしたいと思います。また、２１年度にはこの組織が

何回ぐらい会議をされているのか、また２２年度の計画はどのような計画をされ

ているのか。 

３つ目につきましては、子どもの虐待を知らせるオレンジリボンということで

ございます。このことであると思いますが、これにつきまして、ただいまの中で

も５月と１１月ですか、その月間にこの虐待防止を訴えるリボンを啓発に使って

いくのだと、こういうようなことでございましたが、もう少し、ただその期間だ

けでなく幅広く一般住民に活用してもらえる、また啓発がわかるような活用方法

はどういうようなことかということについて、お尋ねしたいと思います。 

もう１点、４点目でございますが、昨今のこういった事態に多くの人が心を痛

められていると思います。子どもが発するＳＯＳに手を差し伸べたいが、どうす

ればいいのかわからないと、こういった住民の方々がおられると思います。こう

いったことに感づいた場合、どのように対応すればいいのかということについて、

４点についてお尋ねしたいと思います。よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 山添住民福祉主監。 

○住民福祉主監（山添登代一） ただいま大橋議員さんから４点の再質問をいただき

ましたので、お答えさせていただきます。 

１点目の「竜王町の児童虐待の実態」というようなことでございますが、竜王

町も県同様、件数的には増加をいたしておりまして、昨年の件数につきましては

２７件の児童虐待相談件数がございました。 

２つ目の要保護児童対策地域協議会につきましての内容でございますが、先ほ

ども若干申し上げましたけれども、組織の構成機関といたしましては、滋賀県彦

根子ども家庭相談センター・東近江健康福祉事務所・近江八幡警察署・近江八幡

市蒲生郡医師会・町の民生児童委員協議会、また町の人権擁護委員、ひまわり保

育園・竜王幼稚園・竜王西幼稚園・竜王小学校・竜王西小学校、また竜王中学校、
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町の社会福祉協議会、また教育委員会の学務課・福祉課・健康推進課で組織をさ

せていただいております。 

要保護児童の早期発見や適切な支援を図るため、代表者会議あるいは実務者会

議、また個別ケース会議をそれぞれ開催させていただいております。平成２１年

度の協議会の開催状況でございますが、代表者会議につきましては１回開催をい

たしました。実務者会議につきましては６回、個別ケース検討会議につきまして

は、それぞれケースがございますが、昨年は３４回開催いたしております。 

２２年度におきましてのこの会議につきましては、代表者会議を同じく１回、

実務者会議を６回予定いたしております。また、個別ケース検討会議につきまし

ては、必要に応じまして随時開催をしてまいりたいと思っております。 

３つ目のオレンジリボンにつきましてのご質問でございますけれども、このこ

とにつきましては、先ほども５月・１１月のそれぞれの月間に推進をさせていた

だいているところでございます。 

オレンジリボンそのものにつきまして、平成１６年９月に栃木県の小山市で２

人の幼い兄弟が虐待の末、橋の上から川に投げ入れられ死亡する事件が起きまし

た。その事件をきっかけに、小山市の市民団体が子どもへの虐待防止を目指して、

平成１７年にこのオレンジリボンキャンペーンを始められまして、ＮＰＯ法人が

その活動に協力し大きく育ってきたところでございます。平成１８年度からは、

児童虐待防止全国ネットワークが総合窓口を担っております。この運動につきま

しては、厚生労働省も後援を行うなど、現在、全国的な活動となってきておると

ころでございます。 

このオレンジリボンは、子どもを虐待から守るメッセージリボンでございます。

オレンジリボンを身につけていただくことで、子ども虐待について理解し、子ど

もの虐待の防止をアピールすることになりますので、日々このリボンをもって啓

発をしてまいりたいと思っているところでございます。 

４つ目の「子どもさんからのＳＯＳに手を差し伸べるにはどうしたらいいの

か」というご質問でございますが、虐待かなというふうに疑った場合には、やは

りこれは児童相談窓口機関に連絡をお願いしたいと思っております。匿名でもか

まいませんので、秘密は守ります。県の方も、「子どもを守る虐待ホットライン」

というのが２４時間対応で受付を行っておるところでございますし、子ども家庭

相談室や児童相談所でも行っております。竜王町でも児童相談窓口としては健康

推進課になりますので、連絡の方をお願いしたいと思います。早い段階での連絡
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が子どもを守ることになりますので、迷わずに連絡をいただきたいと思います。

以上、大橋議員さんからの再質問への回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） １１番、大橋議員。 

○１１番（大橋 弘） 先日、私、このことについてある人と話をしておったのです

けれども、隣で、あまりにも大きな声で子どもさんがぎゃあぎゃあ泣いているの

で、虐待でもされているのではないかなと、こういうようなことで訪ねてみたと

いうことでした。そうしましたらお母さんは、「子どもは泣くのが仕事であり、

泣くのも運動の１つや」ということで、「少し泣かせて静観をして見ております」

ということで、よかったなというように思ったと、こういうような話をされてお

りました。 

ただいまも答えの中にございましたように、虐待の兆候をいかに早くキャッチ

するかということが一番大事であり、その対応についてのこのリボンの裏にも電

話番号等も書いてございますし、行政なり警察なり、匿名でもいいので連絡して

くださいということでございました。それが大切であると思います。 

竜王町では県や児童相談所、学校や保育所、関係機関と連携して虐待防止対策

に取り組まれておられます。住民皆さん方は、こうした支援体制やいざという時

の対応等、十分まだ理解されていないところがあると思いますので、今後もさら

なる啓発活動をよろしくお願いしたいと思います。 

いずれにいたしましても、深刻化する虐待防止には、自治体や児童相談所など

関係機関との連携と専門性を高め、子どもが安心して安全に育つまちづくりを推

進していただくように、ひとつ十分担当課の方で啓発等進めていただきますよう

お願をいたしまして、私の質問を終わりたいと思います。 

〇議長（寺島健一） この際申し上げます。ここで午後２時３０分まで暫時休憩いた

します。 

休憩 午後２時２０分 

再開 午後２時３０分 

〇議長（寺島健一） 休憩前に引き続き会議を開きます。１１番、大橋弘議員。 

○１１番（大橋 弘） それでは、２問目の質問に入らせていただきます。私は、善

光寺川の河床の深水箇所の整備についてということで、お尋ねをします。 

竜王町の西の玄関口である国道４７７号に平行する善光寺川を、昔のようなき

れいな川を取戻そうと、昨年度より多くの町民皆様方にたび重なるご理解とご協

力により、あの長い区間が見違えるようにきれいになり、人の力の偉大さに驚く
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とともに、町民皆様方のご協力に心から感謝を申し上げるところでございます。 

あのようにきれいになった善光寺川の草刈りを、ここで手を緩めると雑草の生

い茂った元の善光寺川となってしまいます。今後も町民皆様方の協力を得て、き

れいな善光寺川を守り続けるべきであると思います。 

しかし、河床が荒れて所々深いところがあり、何名かの方がその深水にはまら

れた事実もあります。先の議会報告会で、今後も作業に参加したいが、深水には

まらない怪我等の心配のない安定した河床に整備してほしいとの要望もござい

ました。怪我や深水に落ち込まずに作業していただくため、河床の整備について

どのように考えておられるのかについて、お尋ねをいたします。 

〇議長（寺島健一） 村井建設水道課長。 

○建設水道課長（村井耕一） 大橋弘議員さんの「善光寺川河床の深水箇所の整備に

ついて」のご質問にお答えいたします。 

議員仰せのとおり、昨年１月から「竜王清流会」の呼びかけによりまして、多

くの町民皆様方と地元企業、有志の方々の数次にわたる善光寺川の河川環境美化

作戦（草刈ボランティア）へのご協力によりまして、竜王インター付近から日野

川合流までの約４㎞にわたる区間が見違えるような河川になり、感謝申し上げる

ところでございます。 

議員ご質問のとおり、河道の草木等は背丈以上に伸び繁茂しておりましたので、

草刈・伐採等の作業時においては、作業の足元や視界も悪く大変な作業であった

と思っております。また、河床の状況もわからないため、深水にはまられた方も

おられたとお聞きしております。 

本年６月５日には、約１２０名の参加のもと、竜王インターから竜王西小学校

までの約２㎞の区間におきまして、環境美化作戦が展開されたところであります。

昨年度までの活動によりまして、河床の荒れているところ、また、深水箇所も随

分わかりやすくなっておりました。今後もこのような河川景観を維持管理してい

くことの重要性は誰もが認めているところでもあり、継続して環境美化活動をお

願いするものですが、作業をしていただく時には、事故や深水箇所に十分注意し

ていただき作業をしていただきたいと考えております。 

深水にはまらない、怪我等のない、心配のない安定した河床の整備とのことで

ありますが、本河川は砂防河川ということもあり、出水ごとに河床の状況もその

都度変化しているところでありますし、土砂堆積による寄洲ができるなど、安定

した河床の均平な維持は困難なことと考えます。しかし、あまりにもひどい箇所



 - 46 - 

につきましては、今後、河床整正等県に対しまして要望していきたいと考えてお

ります。 

今後におきましても、町民の皆様から河川愛護の精神をご理解いただき、さら

に環境美化に努めていただきますようお願い申し上げ、簡単ではありますが、大

橋議員への回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） １１番、大橋弘議員。 

○１１番（大橋 弘） 以前の善光寺川は真っ白な砂で覆われた、とてもきれいな川

でございましたが、その姿も変わり果ててしまいました。この善光寺川を元のき

れいな川に戻そうと、河川環境美化作戦が展開され、ずいぶんきれいになりまし

た。 

今後も継続して環境美化ボランティア活動をお願いしなければならないと思

いますが、確か山面橋より上流につきましては、蛇
じゃ

籠
かご

を敷き詰めた低水路工が施

工されております。また、その低水路工の所々に、ただいまもお答えがございま

したように、寄洲ができて深水なところがあり、また蛇
じゃ

籠
かご

がありで、草刈りは大

変危険な、また大変な作業でございます。今もお答えがございましたように、こ

の善光寺川は砂防河川でもあり一級河川でもあります。山面橋から下流につきま

しては、こういった低水路工が施されていませんので、河床については時々ブル

を入れて整地をされておられますので、そういった危険はないわけでございます

けれども、山面橋から上流は、ただいま申し上げましたように、蛇
じゃ

籠
かご

が敷設され

ております。蛇
じゃ

籠
かご

があり、番線があり、深い箇所があるということで、大変危険

であります。その河床整備については、ただいまも県の方に要望もしていくとい

うことでございましたが、なかなか難しいと思いますが、ひとつこの河床整備に

合わせまして、河床の草刈りぐらいはひとつ河川管理者の方でやってもらえるよ

うに、ぜひ強くお願いをしていただきたいと。また、ボランティアについては法

面とか天場とか、そういった怪我等の心配のない刈りやすいところをお願いして、

それでなくてもあれだけの延長がございますので、なかなか大変でございますの

で、そういった危険な箇所についてはひとつ、河川管理者の方でなんとかお願い

していただくように、強く要望していただきたいなと、こういうことをお願いい

たしまして、私の質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。よろ

しくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 今のは要望で、回答は。 

○１１番（大橋 弘） 要望です。 
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〇議長（寺島健一） わかりました。 

８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） まず、ヒブワクチンの補助制度の創設をということで、質問を

します。 

平成２１年３月、去年の３月ですけれども、竜王町議会として、ヒブワクチン

の早期定期接種化と公的補助を求める意見書を国に提出しました。ヒブとはイン

フルエンザ菌ｂ型の略称で、これによる感染で最も恐れられているのが髄膜炎で

す。細菌性髄膜炎にかかる子どもは、年間１,０００人と言われています。こう

した中で、ヒブワクチンによる予防が有効であると世界でも認められていますが、

実情は、任意接種のために多額の費用がかかりますし、予防接種法による補償も

ありませんので、任意接種は進んでいません。 

このことから、全国で公的補助を求める意見書が採択されていますし、参議院

の厚生労働委員会でも請願が採択されています。それでもまだ国の腰は重くて、

公費補助が実現していません。 

そこで、国の動きについて伺うとともに、全国で公費補助をしているところは

ないか、町として独自に公費補助をするお考えがないか、ご所見を伺います。 

〇議長（寺島健一） 山添住民福祉主監。 

○住民福祉主監（山添登代一） 若井敏子議員さんからの「ヒブワクチンの補助制度

創設を」のご質問にお答えいたします。 

議員ご高承のとおり、ヒブワクチンは、インフルエンザ菌ｂ型による細菌性髄

膜炎などの重症感染を予防するワクチンでございます。細菌性髄膜炎の発症は、

５歳未満、特に乳児に多いため、ヒブワクチンの接種は、生後２ヶ月以上７ヶ月

未満の間に３回、１年後にもう１回、計４回の接種が望ましいとされております。

４回の接種の費用負担は、約３万円になると聞き及んでおります。 

日本では、ヒブワクチンが平成２０年１２月に発売され、任意接種（自費）で

接種できるようになりました。ヒブワクチンは、医療関係者からも定期接種導入

の期待が高く、各予防接種の役割や特徴を踏まえて、対象疾病の拡大など予防接

種法を見直す必要があるのではないかなどの声もあり、厚生労働省は、平成２２

年４月２１日、厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会において、特にワクチ

ンを含めた３つのワクチンを新たに予防接種法の対象とするか検討を進めるこ

とを決定し、議論を開始されているところでございます。 

また、全国でのヒブワクチンの公費助成につきましては、財団法人予防接種リ
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サーチセンターが全国の市町村を対象に調査を行い、平成２２年３月３１日に公

表した調査結果によりますと、ヒブワクチンの公費補助は、９６市町村が行って

おります。滋賀県内では、長浜市と湖南市が公費助成を行っております。 

竜王町としての公費助成についての考えでございますけれども、現在、大変厳

しい財政状況ではありますが、国におきまして予防接種法での定期接種への対象

について検討をされていることもあり、県内の公費補助の状況などを見極めなが

ら検討してまいりたいと考えておりますので、ご理解賜りますようお願い申し上

げまして、若井議員さんへの回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） 「検討する」ということではありますけれども、実際のところ

は、なかなかワクチンそのものが支給するのに十分充足していないということも

あって、待っている状態の人たちがたくさんおられるという話も聞いています。 

細菌性髄膜炎から子どもたちを守る会というのがありまして、そこのホームペ

ージで見てみますと、どんどん補助の制度が進んでいるということは実態として

あるようです。そういう意味では、遅れをとらないというか、竜王町としても独

自にそういう制度を創設されるように望むところであります。 

前議会で、出産祝い金のことで大変紛糾をしましたけれども、本当に、生まれ

てきた子どもたちがこういう病気にかかって大変な状況になるということは、や

はり防がなければならないと思いますし、防ぐ手立てがあるのに、それができな

かったとなれば、それはやはり行政としても問題としてとらえなければいけない

のではないかなというふうに思いますので、ぜひともそういう制度は早急につく

っていただきたいと思います。 

ワクチンに関して言いますと、子宮頚ガンのワクチンもそうですし、なかなか

国の対応が非常に遅くて、こちらもイライラするものがありますが、議会として

は国にも意見をあげている件でもありますので、町としての対応をその間、国が

きちんと制度化する間は、町としてもそれなりの対応をしていただくように、重

ねてお願いをしたいと思います。 

次に移らせてもらいます。 

〇議長（寺島健一） 次の質問に移ってください。８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） 住宅リフォームの問題です。 

昨年、竜王町では緊急経済対策ということで住宅リフォーム制度を創設されて、

実施をしていただきました。その結果についてお伺いをしたいと思います。 
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まず、この制度を利用された皆さんの感想ですとか意見をお伺いしたいと思い

ます。利用された件数ですとか事業費、そしてまた、各人が提出されました計画

での事業総額、それにあわせて、いわゆる経済波及効果というものをどのように

見ておられるのかについて、お伺いしたいと思います。 

京都大学の岡田知弘先生は、『地域づくりの経済学入門』という本の中で、｢地

域内再投資力｣という言葉を使われています。今から１２年ほど前に、日野町に

びわこ空港の建設計画が持ち上がった時に、空港ができれば高齢化が進む日野町

が活性化するのだということで、県も町も挙げて推進する中で、外発的要因がま

ちづくりの要にはならないという都市計画の専門の先生のお話を当時聞かせて

もらって、大変新鮮さを感じたものでした。 

この岡田先生の地域内再投資力というのも、この議論に近いものでありまして、

企業を誘致し、よそから元気なものを取り入れることでその地域が活性化すると

いうと、そうではないのだということをこの本の中で書かれているのではないの

かなというふうに私は感じています。 

実は、議会報告会に参加いたしましたけれども、そこに来られている住民の皆

さんが、実を言うとアウトレットや平和堂の進出に、一定の期待はあるけれども、

そういう話をされる皆さんにどことなく明るさがない、なんとなく暗いイメージ

を感じたのは私だけではなかったかと思うのです。それは、行政の予算説明の時

にも感じました。 

今必要なのは、竜王の中からわき出すような、吹き出すような、そういう力を

行政がつくり出すということではないかと考えるのです。このことにつきまして

は、住民自治のところでも一緒に議論をしたいなと思っているところですけれど

も、まちを元気にさせる、その１つの手法として、町内の建設や設備業者が元気

になる、結果はお伺いしないとわからないところではありますけれども、住宅リ

フォーム制度というのは、そういう意味では町民を元気にさせる１つのすばらし

い施策ではないのかなと思っているところです。 

そういう意味で、住宅リフォーム制度を改めてつくられるように求めて、質問

をしたいと思います。よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 井口産業振興課長。 

○産業振興課長（井口和人） 若井敏子議員の「住宅リフォーム助成制度の創設を再

び」のご質問にお答えします。 

地域経済に刺激と地域を元気づけることから、昨年、町民の皆さんが、町内に
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事業所がある法人また個人の施工業者に発注して、住宅の改修・修繕工事など（住

宅リフォーム）を行う場合に、その経費の一部を助成し、町内産業の活性化と雇

用の安定を図ることを目的に、緊急経済対策として住宅リフォーム促進事業を実

施いたしました。 

この事業を利用されて住宅の修繕・補修等をされた方からは、子育てで夫婦で

働くことが困難な家庭においては、家計が助かり大変うれしかった、また、この

制度があったことから、住宅を修繕することに踏み切れた等の感想を伺っており

ます。 

実施された内容としては、台所・玄関等の改修、屋根の塗装塗り替え、公共下

水道への接続に伴う風呂・便所改修工事等、幅広い制度利用を図っていただきま

した。 

利用申請された件数は３０件ではありますが、修繕工事等が期間内に完了でき

なかった、また、工事を工期内に着手しなかった等から、２７件に対しまして２

５６万４,０００円を助成させていただきました。各人の事業申請総額は約４,１

５２万９,０００円であり、この額は住宅リフォーム助成制度による経済効果と

いえます。 

しかし、経済波及効果となりますと、住宅リフォーム助成を行うことによって

影響が及んだすべての額となりますので、容易に算出できるものではございませ

ん。ただ、直接的な経済効果として、町内で約４,１５２万９,０００円のお金が

動いておりますので、それ以上の効果があったのではないかと推測しております。 

昨年度は、住宅リフォームにかかる助成とプレミアム商品券の発行を行いまし

たが、プレミアム商品券につきましては１,１７７口の利用がされ、住民の皆様

に広くご利用していただいたことから、今年度につきましてはプレミアム商品券

を活用していただく中におきまして、住宅リフォーム等にも利用できるよう幅広

い形で助成を検討させていただき、住宅リフォームにも利用できることとしてお

りますので、ご理解いただき、若井議員さんのご質問の回答とさせていただきま

す。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 若井敏子議員の「住宅リフォーム助成制度の創設を再び」のご

質問に対しまして、私からお答えさせていただきます。 

地域を活性化させるには、外発的要因よりも内部から吹き出す力がより大切な

のではないかという議員のお話につきましては、私も同感でございます。しかし
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ながら、外発的要因を否定するものではございません。このことは、後のご質問

にも関係することでございますけども、京都橘大学の織田先生は、外発的地域開

発・内発的地域開発という語句で表現されています。私が内発的要因を重要視い

たしますのは、今言われている文言、使われている文言の中で、「持続」という

言葉がよく出てくるわけでございます。これはあらゆるところに「持続」という

ことが引用されていまして、持続することへの要素は、やはり内発的エネルギー

によるものが大きいのではないかと考えるがゆえでございます。 

予算が許される範囲内で最大の効果を生み出せる施策が大切な時であります。

プレミアム商品券は、町内の商工業に携わっておられる方に、単位は小さくても

広い範囲で使っていただけるものと判断させていただいたものでございます。再

創設での住宅リフォーム助成制度につきましては、次年度以降の状況を見まして、

また考えさせていただきます。 

また、内発的エネルギーを醸し出すには、お金にまつわる以外の手法もあるの

ではないかと考えているところでございます。例えば、町内外でのさまざまな集

まりにたいしまして私が出席させていただくことで喜んでいただけるならば、足

繁く出席させていただき、その時は、努めて明るく振舞うようにいたしたいとい

う具合に思っております。町が元気になるにはどうしたらいいかという議員さん

のご質問でございますけども、やはり大事なことは、私自身が努めて明るくして

いく、これが大切な要素ではないかなと、私自身わきまえているところでござい

ます。以上、私からの回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） 町長がニコニコしていたら、まちが明るくなるというものでは

ないと私は思うのですけどもね。うっとうしい顔をされているより、ましかも知

れないですけど。プレミアム商品券を今年も実施するという中身をもうちょっと

詳しく説明をしていただきたいと思うのです。 

それから、経済波及効果というのは計算できないのだという話がありましたけ

ど、今まではしているのですよね。例えば、ダイハツへの５００万円の投資は、

経済波及効果で何億円とかいう数字を議会で答弁されたことがあるのですね。あ

れはどうして計算されたのですかと聞いたことがあるのですけども、経済波及効

果を議会で説明する場合、どういう計算をしてするものなのかというのは、ぜひ

明快に答えていただきたいものだと思います。 

それで、秋田県なんですけれども、秋田県自体は去年ぐらいからですか、議会
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での質問もあって、今町長も同じように認識していると言っていただきましたけ

れども、仕事を増やして地域振興策としても大変有効だということで、住宅リフ

ォーム助成制度を検討したいというふうに去年の９月でしたか、言われて、その

１２月にはもう直接補助は、住宅リフォーム促進に有効な制度だということで、

県の補助をつくられたのです。秋田県では今、全県的にこの事業が進められてい

ると聞いているのですけれども、やはり緊急地域経済対策、緊急経済対策という

形で町が取り組んだのが、いわば１年ポッキリのものだったということ自体が、

やはり私はひとつそれが本当に緊急経済対策になっているのかどうかというこ

とも含めて、ないよりましという問題ではなくて、やはり少なくとも３年ぐらい

そういうものは積み上げてほしいなと思うのです。そういう国からの補助がなく

なったのかどうか。今年度そういう制度をつくろうとしても、そういう国の補助

がないのですよ、そういうメニューがないのですよということなのかどうかも明

らかにしていただきたいと思うのです。 

経済波及効果はどうして計算するのか、ダイハツの時は５００万円で何億円と

かいう話でしたけれども、あれはどういう計算をしたのかということと、今の話、

そういう国の補助がないから、もう今年はやめようというふうになったのか。そ

れとも、そういう補助は選べばあったのかというのと、それからもう１つ、プレ

ミアム商品券の中身をお伺いします。 

〇議長（寺島健一） 井口産業振興課長。 

○産業振興課長（井口和人） 若井敏子議員さんの再質問にお答えいたします。 

今年度のプレミアム商品券の内容でございますが、町の地域経済の活性化と商

業振興を目的に昨年度実施いたしました竜王町プレミアム商品券を、昨年度は夢

カード商業振興会会員さんのみの使用という形でしておったわけでございます

が、町内の商店街にも参加していただければ、町民に広く喜ばれ効果が上がるこ

とから、取扱店を拡大して実施させていただくものでございます。 

内容といたしましては、５,０００円で６,０００円の商品が買える商品券を一

人１セットで２,５００口用意させていただく予定をしております。 

券につきましては先着順で、売り切れ次第終了とさせていただきます。販売に

つきましては、予定で８月８日から販売し、使用は８月８日から１０月３１日ま

でを予定しております。 

使用につきましては、町内プレミアム商品券取扱店にて使用可能とさせていた

だきますが、これらにつきましては、住民さんへの広報という形で、７月・８月
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の町の広報、またチラシにて町民に周知させていただく予定をしています。 

今回のプレミアム商品券発行事業に参加されます事業所さんにつきましては、

今月まで募集させていただく中におきまして、取扱店について決めさせていただ

き、また、取扱店につきましては店舗の入り口にノボリ旗また店頭のチラシ・ポ

スター等により皆さんに周知させていただきたいと思っております。今年度のプ

レミアム商品券の現在の進めております動向でございます。 

それと、経済波及効果でございます。先ほども私が言いましたように、波及効

果というのはかなりいろいろな要因があることから、算出が困難と言われており

ます。特にそのことによりましてどれだけお金が動いたかというのが経済効果で

ございます。波及効果と言いますと、それに伴いますいろいろな分野での影響で

ございます。それにつきましては、カウント、それぞれ見方によりましていろい

ろな考え方がございますので、経済波及効果についてはかなり専門的なことが要

るというように言われております。 

しかしながら、先ほども言いましたように、経済効果と言いますと４,１００

万円余りのお金が動いた、それに伴うお金が動いたという形でご理解いただきた

いと思っております。 

それと、緊急経済対策でございますが、今のところそれに伴います部分につき

ましては、県の方からも指導いただいてないわけでございますが、緊急雇用対策

につきましては、昨年と同様の形で今年度も実施していただいているところでご

ざいます。以上、若井議員さんのご質問への回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 川部総務政策主監。 

○総務政策主監（川部治夫） 今、若井敏子議員さんから先のダイハツの車を購入し

ていただいた折の経済対策をさせていただいた時の経済波及効果というお話だ

ったのですけど、私も数字は忘れましたけど、当時、１台当たりで計算させてい

ただいて、それに購入された台数を掛けさせていただいた形で、波及効果と言い

ますか、経済効果という形でご説明をさせていただいたと思っておりますので、

今、井口課長が申し上げましたのは、実施された方と業者との間の実際された契

約金額は示されておりますので、そういう方法しか数字を出させていただけなか

ったと思いますし、私も当時そういう形で、それに伴って従業員さんとか下請け

さんとか、そこまではつかめないものでございますので、その当時の売れた車の

１台当たりの平均単価で台数を掛けさせていただいて、数字を申し上げたと思っ

ております。以上、説明とさせていただきます。 
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〇議長（寺島健一） ８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） プレミアム商品券の話は具体的に今まで説明があったのか、よ

くわからなくて、初めて聞いたような気がしているものですから。これを町長は

住宅リフォームにも使ってもらったらという話でしたけど、５,０００円の券を

先着順で２,５００セット、一人が１０枚買うことができるのかどうか知りませ

んけれども、仮にそうしたとしても、１万円の補助ということになりますから、

全くこういうもので住宅リフォームに代わるものというふうにはならないと思

うのです。 

だから、住宅リフォーム制度というのは、去年の話はそういう名目のメニュー

があって補助が出るから、しましょうという話だったのかなと思うのですが、今

年はそういうものがなかったというふうに理解していいのですか。なかったので

すね。 

先ほどの言い方では、なかったみたいな説明だったのかなと思いますので、選

択しなかったのか、もともとなかったのか、そこをはっきりしてほしいというこ

とと、いいといいながら、やらないというのは何なのかなと思いますので、その

辺を聞かせてもらいたいということと、経済波及効果については主監から話があ

りましたけれども、主監の方で去年の議事録を見ていただいて、その数字とその

根拠とを、また別に教えてください。ちょっとびっくりするような数字だったと

いうふうに思っているので、１００万円の車を１００台買われて、１億円という

程度の話ではなかったような気がしています。よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 井口産業振興課長。 

○産業振興課長（井口和人） 若井敏子議員さんの再々質問にお答えいたします。 

先ほど申し上げましたプレミアム商品券につきましては、商工会と協議する中

において現在進めさせていただいているところでございます。 

また、当事業につきましては町単独事業という形での事業を実施する中におい

て、昨年同様な形で執行させていただく予定をしております。よろしくお願いい

たします。 

リフォームにつきましては、町の単独助成という形で昨年は実施させていただ

きました。 

〇議長（寺島健一） 次の質問に移ってください。８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） 住民自治をどう構築するのかということで、質問をしたいと思

います。今回のこの質問につきましては、今までいろいろな場面で当局と話をす
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る機会には、私の方から提案というか、私の意見という形で言ってきたもので、

住民自治ということについて、議員も町当局も、この際深く掘り深めて議論をす

る必要があるのではないのかなと、そういう思いをしていることから、今回は投

げかけ的な話になってしまうのですけれども、一緒に考えていただければと思っ

ています。 

平成の大合併が終わりまして大規模化した自治体におきましては、住民自治を

機能させて、住民主導の地域づくりを進めるために、地域自治組織を活用されて

いる例がたくさんあります。新潟県上越市のように、地域自治組織を民主的に活

用して実質的な地域づくりの拠点にするという先進的な取り組みも、全国の自治

体で始まっています。また、全国で自治基本条例の制定も進められています。こ

れらの取り組みから竜王町は何を学ぶかについて考えてみたいと思います。 

まず初めに、竜王町の住民自治のあり方について、町長のお考えをお伺いいた

します。憲法における「地方自治の本旨」とは、「団体自治」と「住民自治」で、

「住民自治」とは、簡単に言うと「地域のことを一番よく知っている市民が参画

してまちづくりを進める」ということ、いろいろな局面に住民自身が参画して、

協働して、住民主体のまちづくりを進めようというものだと私自身は考えている

のですけれども、いかがでしょうか。 

この「住民自治」という言い方につきましては、竜王町財政健全化プランの説

明の際に、パワーポイントで説明されたものがあるのですれども、そこで見てみ

ますと、行政と住民の新たな役割分担ということで、行政依存体質からの脱却で

住民自治を実現するのだと。住民が自ら行うべきことは自らが取り組む。個人で

すとか自治会で。行政は法的に定められた処理事項や、行政というスケールメリ

ットを必要とする、いわゆる団体自治の業務を特化して、より専門化を図るのだ

ということで、その下に、「現状ではほかの自治体で進んでいる住民自らが公の

一部を自ら実施する力の獲得を阻害している」という書き方がしてあって、これ

がちょっと意味のわからないところなんですけども、行政任せではなくて、自分

のことは自分でするという、いわゆる自己決定・自己責任の問題だと、こういう

ふうな表現がこの間、行政の方からされてきたように思っています。それで、そ

ういうふうに考えているのかという質問です。 

この住民自治を竜王町でどのように構築していくかという課題については、何

よりも大事なことは、そのこと自体住民が考えるのだということだと思うのです。

ニセコに行きましたけれども、ニセコのまちづくりを考えるのに、１００人の住
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民が１０年という年月を費やして、駅前のまちづくりをどうするのかということ

を地域の人たちが中心になって考えられたということがあります。そういうこと

が私は住民自治ではないのかなと思っているのですけれども、竜王町で住民自治

をどういうふうに構築するのかということを、この際ぜひ議論をさせていただき

たいということで、お考えを伺いたいと思います。よろしくお願いします。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 若井議員さんの「住民自治をどう構築するか」についてのご質

問にお答えいたします。 

以前より「地方分権」という語句がよく使用されていますが、私は、皆さんの

前で、「分権」という表現でなくて、主権を地方に戻すということの意味から、「地

方主権」の方がわかりやすいのではないかという話をしたことを記憶いたしてお

ります。 

現政府におきましては、表現が「地方分権」から「地域主権」になり、地域主

権改革を推し進めようとしていますが、そもそも地域主権改革の定義は、「住民

に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするととも

に、地域住民が自らの判断と責任において地域の諸課題に取り組むことができる

ようにすること」とあります。私は、この地域主権改革に賛同していますし、積

極的に進めてほしいと考えています。 

国と地方公共団体の関係は、そのまま竜王町に置き換えますと、行政と自治会

の関係になろうかと存じます。住民自治という視点では、竜王町内３２自治会は、

規模・構成人員・職業別人口分布等においてそれぞれ違いがあるわけですから、

当然、各自治会が抱えておられる課題も違ったものがあってしかるべしです。 

自治会を対象に考察してみますと、自分たちの住んでいるところのことは、そ

こに住んでおられる自治会の構成員の皆さんが一番よく知っておられるのです

から、自治会単位で自分たちの課題に対し自分たちで取り組み、方向なり解決策

を見出していくことが住民自治の基本であると思います。町と自治会はあくまで

対等であり、自治会として規模の差はありましても、主権の存する団体であって

当然であると考えております。私は、住民自治がより進むように、町と自治会は

よきパートナーとしての関係を築いていかねばならないという具合に考えてお

ります。 

一方、このパートナーシップは、協働へと広がりをみせ、私が常々申し上げて

おります新しい役割の時代の実現にもつながってまいります。今、３２自治会が
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どういった課題を抱えておられるのか、その調査も大切であり、今議会に補正予

算を組ませていただいたところでありますが、同時に大切なことは、各集落(自

治会)の中へ入らせていただくことであり、協議・話し合いの場で協働・役割認

識の考え方をしっかり樹立できるようにすることが肝要であると考えておりま

す。 

また、議員より、先進地の取り組みについて、いろいろとご紹介をいただきま

した。ありがたいことと感謝申し上げているところでございます。勉強させてい

ただき、また、ためになる材料はたくさんございますが、私は、竜王町が基礎自

治体として、竜王町らしいまちづくりがあってもいいのではないかという具合に

思っております。 

先日の「まちづくりチャレンジ８８」スタートアップセミナー講師の三重県多

気町のまちづくり仕掛け人として活躍されています岸川さんもおっしゃってい

ましたが、「まちづくりはみんなで、やっていくもの」という話の中に、これこ

そが内発エネルギーではないかという思いがいたしました。以上、若井議員さん

の質問に対しまして、私の答えとさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 杼木政策推進課長。 

○政策推進課長（杼木栄司） 若井議員の「住民自治をどう構築するか」について、

竹山町長の答弁に引き続き、ご質問にお答えいたします。 

「地方自治の本旨」は、一般的には「団体自治」と「住民自治」の２つの要素

からなるといわれており、「団体自治」とは、自治体自らの意思と責任のもとに、

いわゆる住民福祉の向上を目的とする生活基盤となる行政サービスを提供する

ものであると考えております。また一方、「住民自治」とは、議員仰せのとおり、

地域の住民皆さんの意思と責任に基づいて行われるものであり、住民自らが地域

づくりについて参画し、また、一定の責任を持って主体的に進めていただくもの

と考えております。今日までも、地域においては、住民皆さんのつながりのもと

に自主的・民主的に判断をいただき、地域の運営や地域課題の解決に向けた集

落・自治会活動を展開いただいてきました。 

そしてさらに、今日的なまちづくりのキーワードとして「協働」が叫ばれてお

ります。現在、我が国は、少子高齢化･人口減少時代へ突入し、社会経済等の構

造が大きく変化してきている状況において、住民皆さんが主体的な地域づくりを

進めていく上で、地域だけでは解決できない課題を行政と連携して対応していく

ことが協働のまちづくりであると考えますし、また一方、行政だけでは克服でき
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ない課題を住民皆さんと連携して進めていくまちづくりの手法が「協働」である

と考えています。 

そこで、竜王町の考えております協働のまちづくりのこれからの取り組みとい

たしましては、１つ目として地域コミュニティ、いわゆる集落・自治会に視点を

当てますと、まずは地域の現状を地域住民の皆さん自身がしっかりと共通認識を

いただくことからだと考えており、その中から見えてくる課題を洗い出し、地域

住民の皆さんの主体的な取り組みで、また、パートナーである行政と課題を共有

しての取り組みで、地域づくり・まちづくりの目標・課題解決に向かって進めて

いくことが、私どもが考えております、目指しております「協働」の姿ではない

かと考えております。 

そのための第一歩として、今年度においては、３２自治区を対象に自治会連絡

協議会と連携し、各自治会の現状を認識するために、「自治会の健康診断」と名

付けた取り組みを実施したいと考えています。その中では、地域内で話し合いの

機会を通じて、その中から、各地域の課題はもとより、地域の資源や魅力などさ

まざまな要素の現状分析と情報共有を図ることを目的として取り組み、あわせて

とりまとめる形で、町全体としても把握してまいりたいと考えております。 

一方、２つ目の視点といたしまして、住民一人ひとりに視点を当てますと、そ

の力を活かしたＮＰＯやボランティア団体等に代表されます「目的型」「テーマ

型」の活動につきましては、そのきっかけと経験を積み上げていただく機会づく

りとして、「まちづくりチャレンジ８８」の立ち上げを進めてきました。５月３

０日には、住民参画の準備会により主体的に企画・運営されました「まちづくり

スタートアップセミナー」が開催され、約１１０名のご参加をいただいておりま

す。 

現在、これからの「まちづくりチャレンジ８８」の行動に参画していただける

メンバーを、取り組みたい活動テーマと併せて募集をしているところです。この

取り組みは、今後は、参加メンバーがしっかりと話し合いを深めながら、活動計

画を企画して、立案のみに終わらず、活動の実践を通して、交流やまちづくりに

関わることの楽しみと達成感を実感いただき、住民主体のまちづくりへの広がり

につながるチャレンジの機会にしていきたいと考えております。 

なお、このことからも、これらメンバーは新総合計画の策定に直接には関わっ

ていただくものではございませんが、現在策定中の新総合計画での大きな柱にな

っていくと考えております。協働のまちづくり、これの実践者・担い手へと育っ



 - 59 - 

ていかれることを期待するところであります。 

以上、これらの取り組みを第一歩として、現時点においては、市町合併に頼ら

ず、たくましいまちづくりを掲げる本町にとりましても、「小規模自治体」・「顔

の見える地域」の特徴を最大限に活かしまして、主体的に関わる住民皆さんのエ

ネルギーに期待をして、竜王町らしい住民主体のまちづくり、住民自治の構築に

つなげてまいりたいと思っております。以上、若井議員の質問に対するお答えと

させていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井敏子議員。 

○８番（若井敏子） 何か、私の投げかけが逆に町のＰＲに使われているみたいな感

じがして、ちょっと違うなという気がするのですよね。そういうものではないと。 

例えば、当初は住民自治が２つあってという話が杼木さんの方からあって、１

つは地域だと、自治会だと。町長も自治会という話をされたのですね。協働のま

ちづくりを町は自治会としようとしている。２つ目は、住民個々、個人という話

をされたのですけども、住民自治というのは、新たなものをつくっていくという

ものでは、私はないと思うのです。新たなものをつくっていくということではな

くて、今ある状況の中から住民自身がいかに自覚をするのか、目覚めるのか、参

加するのかということが、絶えず繰り返しやられないことには、地域でどうする

かとか、自治会でどうするかとか、個人的にどうするのかということにはつなが

らないのではないのかなと思うのです。 

どういうことかと言うと、先ほど同僚議員から区長便の話が出ましたね。課長

は、特に今問題が起こってないから、この問題はテーマとして取り上げる必要が

ないのだという答弁をされたのです。ところが、私もそうですけども、質問した

本人もやはり、財政が大変だと言っているのだから、こういう問題は考えたらど

うなのかという意見を言っておられる。けど、直接区長さんの方から新たにそう

いう提案がないから、こちらの方から見直しますとは言えないという課長の建前

みたいなのもがあるのかも知れないですけど、私はこの区長便のことは、今まで

での質問でも名古屋の通達員の話をしましたけれども、本当に町の広報をとどけ

るというものすごい重要な役割を、区長さんだからこそ果たしていただける、あ

るいは通達員という制度があって、その通達員だから果たしていただける、こう

いう自覚を持った人たちを養成するというか、そういうものなんですよ。ただの

郵便屋さんと違うのだという話があったということですけれども、あなたを郵便

屋さんと思っているわけではなくて、町の大切な情報をあなたにお預けしてお届
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けくださいとお願いしているのですよという、そういう意識を、教育すると言う

とちょっと上から目線になってしまいますけれども、そういうものをお互いに共

有するということが住民自治のスタートではないのかなと思うのです。 

区長便もそうですし、善光寺川の清流会の話も出ましたけれども、本当にすば

らしい活動を会員の皆さんがやっていただいているのです。ところが、あの組織

は、私はやはりもうそろそろ本当に組織運営そのものが行政から離れないといけ

ないのではないかと思っているのです。あれだけの組織をつくってこられたのだ

から、連絡事務所が役場になっているのではなくて、１つの団体としての成長と

いうのか、やっておられることは十分、住民自治的な中身なので、そこを行政が

今までフォローしてきたわけですから、もう一歩前へ進める、そういうことが大

事ではないのかなと思っているのです。 

新たなものをつくるのではなくて、今あるものを、もっと言うと、例えば山中

がごみの減量化で非常にいい成績をあげてくださって表彰されたと。それはもの

すごく大事なことで、本当にごみの問題をみんなで一遍考えようという視点で、

自分たちが出したごみが、もちろんお金がかかるから困るという面ももちろんあ

るわけですけれども、本当に自分たちのごみの処分をどうするのかと、リサイク

ルするもの、あるいは肥料にできるもの、そういったものを勉強しながら、そう

いう解決をみんなでしようではないかという呼び掛けがあって、その結果、山中

がこういう表彰を受けられたのですよということが、山中だけの問題ではなくて、

全集落共有のものになるという、そういうものが行政と住民との間で絶えず、教

育という言い方が上から目線なら、共に考えるような、そういうものでなければ

いけないのと違うかなと。 

給食は大変喜ばれていると、その給食も竜王町はこういう考えでしているので

すよということが、保護者との間で伝わり合える。あるいは、「保育所の保育料

を長いこと上げてないのですよ、行政は大変努力しているのです。保育園もこん

なに努力しているのです」という話が共有のものになる。そういうものが意識の

中に残って初めて、私は住民として何をしなければいけないのかということが出

てくるのと違うのかなという、そういう気がするのです。 

ちょっと自分でもまとまらないのですけれども、言っていることをわかっても

らえるかなと思うのですけれども、そういう意味で、竜王町はどちらかと言うと

今までは与えてもらっていたのですよね。住民さんみんなが、財政的には大変、

金もあったということもあるのでしょうけれども、してあたりまえだと、行政が
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するのは当たり前だと、「税金を払っているからという認識の中に、当たり前感

覚を、やはりそうではなくて、いろいろなことをしなければならない行政の仕事

の中で、これをしているのだと、こういうことをしているのだということが、住

民の中にしっかり根付かないことには、住民自治というのは生まれないのではな

いかなと。そこがものすごく大事なことなのではないかなと。区長さんに相談し

て、自治会との間の協働も進めていくでしょうし、一人ひとりの個人的な動きで

住民自治を進めていく場面もあるでしょう。それ以前に、というよりそれと同時

に、そういう行政と住民とのつながりがもっと密にならないことには、そういう

ものは成長しないのと違うのかなと、そんな気がするのです。そこのところはど

うでしょうか、お考えを伺います。 

〇議長（寺島健一） 杼木政策推進課長。 

○政策推進課長（杼木栄司） 若井議員の質問にお答えをしておきたいと思います。 

これは考え方がいろいろあるわけでございまして、私どもがまず今進めようと

していることにつきましても、やはり新たな住民さんとの協働を生み出すもので

あるかなと思います。 

まず１つ目に、新たなことをしているというようなことでございますが、まさ

に地域というもともとあった組織、また個人さんを含めて竜王町の住民さんのご

参加をいただく中で、あるものを活かすという考え方の中で、地域の健康診断を

するなり、そういったことを考えております。 

特にその中では、やはり自治会については今後、自治会の継続というのは大変

難しい状況にあるというようなことで、予防をやっていこうというようなことか

らのきっかけづくりを考えておりますし、また、個人さんの活動を誘発するとい

う部分については、きっかけづくり、まあトレーニングといった形で進めていこ

うと思っております。いろいろな手法があると思いますが、現在、４月にまちづ

くり推進係というような形で、行政組織は大変厳しい中ではございますが、まち

づくりの推進をするということを大目的に係を設置されまして、そういった形で

具体的に第一歩動こうというような形で進めさせていただいております。 

それと、おっしゃっているように情報の発信ということが、住民さんまた地域

に向けて大変大事なことでございますので、情報担当課・広報担当課としても、

そういったことについても精力的に進めてまいる考えでございます。以上でござ

います。 

〇議長（寺島健一） 次の質問に移ってください。８番、若井敏子議員。 
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○８番（若井敏子） なかなか、投げかけたものが違う方に返ってきたかも知れない

ですけど、また私も勉強していきたいと思います。よろしくお願いします。 

最後に、公共施設の使用料の問題について質問をします。今年２月に説明を受

けました竜王町財政健全化プランによりますと、特記事項として、公共施設につ

いては、受益者負担の原則により使用料減免規則を廃止するとされ、このことに

ついては今年度中に実施に向け検討するとされています。現時点でどのような検

討がされているのかをお伺いします。 

財政健全化プランが公表されて間なしに、あるお年寄りから大変お叱りを受け

ました。「こんなひどい話があるか。ゲートボールもできんようになる。どうい

うことなんや。｣と、こんなふうに言われてしまいました。町内の団体がそれぞ

れ活動拠点として公共施設を使用するわけですが、それら団体の現在の使用状況

ですとか施設ごとの使用料の収入と免除の状況、つまり免除してきたものについ

てすべて徴収すれば、使用料収入はいくらになるのかを明らかにしていただきた

いと思います。 

議会報告会で、囲碁を楽しんでいるという方が、４つのふれあいプラザで月１

回ずつ囲碁をするのに１年間に８,０００円の会費を払わなければならないとい

うことを言われました。これはちょっと金額が大きいので、なんとかしてほしい

というふうに言われるわけですけれども、お年寄りの生き甲斐・趣味活動を元気

でいきいき過ごしていただき、それによって医療費抑制になるとすれば、使用料

収入など比にはならないと考えるわけですけれども、このことについてのご所見

もお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 若井敏子議員さんの「公共施設の使用料について」のご

質問にお答えいたします。 

竜王町は、長引く景気の低迷による町税の落ち込みにより、平成２２年度当初

予算編成にあたって、財政の健全化と行政体質の改善に取り組むことといたしま

した。職員からなる財政改革推進委員会による各行政サービスの見直しを行い、

平成２２年度から取り組み可能なものについて予算に反映することといたしま

した。 

そして、この取り組みは町民の皆様にも関係のあることから、町内３カ所で住

民説明会を開催させていただき、今回、若井議員さんからご質問の公共施設の使

用料についても、減免規程の見直しの平成２２年度内実施に向け検討を行うこと
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を触れさせていただいたところでございます。 

竜王町は、町民の皆様の要望と利便を叶えるため、町民皆様の税金と地方債と

いう借金により、これまでさまざまな公共施設などのインフラの整備を行ってき

ました。これらの施設の利用に際しましては、他の町が施設の利用にかかる対価

を使用料や利用料として負担を求めている状況の中、竜王町では町民皆さんのサ

ービスに資することから、減免措置により、ほとんどの施設において無料でご利

用いただいてきました。 

しかしながら、今日では利用者負担、応分の負担をいただくことこそ公平であ

ると言われています。平成２０年度の指定管理者選定委員会でも外部委員の方か

ら、「住民目線からみて、無料はいかがなものか。無料であるのは、利用しない

者にとっては逆に不公平であり、一定の利用者負担は必要である」という意見も

いただきました。施設によっては、条例の中で弱者に配慮した料金設定も考えら

れており、この財政状況の悪い折にあって、施設を使用する者がその使用料を減

免されることによってさらなる税金が投入されるという仕組みについて、住民の

皆さんの考え方も変化してきているのではないかと感じております。このような

ことから、長年の懸案でもありました使用料減免規程の見直しを、この時期に住

民の皆様へ提案させていただいたところでございます。 

さて、議員ご質問のこれら公共施設の町内各団体等の利用状況でございますが、

おかげさまでたくさんの方にご利用いただいております。平成２１年度を見てみ

ますと、生涯学習の拠点公民館では、７３７件の利用の中で減免が６２０件、正

規の使用料１２６万９,７００円に対して使用料収入が１６万７,２００円、減免

が１１０万２,５００円でございます。 

また、ドラゴンスポーツセンター・ドラゴンハット・テニスコート・地域産業

研修センターなどの総合運動公園では、３９９件の利用の中で減免が３９９件、

正規の使用料 1５２万６,３００円に対して使用料収入が２２万３７０円、減免が

１３０万５,９３０円でございます。 

また、体育館・グラウンドの学校施設の開放につましては、１,５７５件の利

用の中で減免が１,５７３件、正規の使用料は３６５万７,０００円に対して使用

料収入が６,０００円、減免が３６５万１,０００円などでございます。 

これらの貸し出しを行っております公共施設全体での町内利用者に係る使用

料収入８０万５,５５０円に対して減免額は８５８万８,９１０円となります。

「医療費抑制の一助となっていれば、使用料収入など比にならないのでは」とい
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うお考えについては、先に申し上げましたような不公平感も一方ではあるもので

ございます。 

公共施設の維持管理にかかる費用は、決して小額ではありません。この施設を

末永く快く利用してもらうため、施設利用者から維持管理費の一部をご負担願う

ものであります。利用者にとりましては、新たな負担が発生することになります

が、サービスを受ける場合、一定の責任を負うという考え方も芽生えるのではな

いかと考えます。 

今後の行政運営におきましても、このような考えを芽生えさせるような啓発推

進を図っていくとともに、行政として、施設の利用に際して住民皆さんに満足を

していただくことができるよう支援していかなければならないと考えておりま

す。以上、若井議員さんの質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） これこそ住民自治だと思うのです。維持管理費としてどれだけ

要るのかという時に、例えばメンテナンスをしてもらっているのですよみたいな

話とか、もちろん、公民館を使われる人たちが放ったらかしでいかれるとか、汚

いまま放っておかれるということではもちろんないのですけれども、図書館でも

今、図書館ボランティアとかがいてくださって、外の草刈りをしてくださってい

るということもありますし、公民館を利用する人が、あるいはドラゴンハットを

利用する人、体育館などを使われる人たちが、そこを使っているということでお

互いにきちんと片づけようなと、週１回は大掃除しようなとか、そういったこと

をすることで、維持管理費を減らすような、そういうことができれば、その分、

減免できるというのか、経費的に下げられるということができると思うのです。 

だから、頭からもう、この施設は減免をやめるから、金をくださいということ

ではなくて、この施設を年間維持管理するのにこれだけの経費がかかっていて、

その内訳はこんなものなんですと、だから利用している皆さんと一緒にこの施設

をどうして維持するかを考えましょうよというような働きかけがなければいけ

ないと私は思うのです。 

具体的に数字などを言ってもらいましたけれど、具体的な実施は来年からもう

バーンとやってしまうのですか。そこらあたりの答えがなかったのですが。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 若井議員さんの再質問にお答えをいたします。 

先ほどの住民自治からのつながりもあろうかなというふうな、今、質問が出て



 - 65 - 

おりました。確かに行政が今まで何もかもやってしまうというようなことから、

住民も交えて取り組んでいこうというようなご提案だと思います。 

確かに、そういったことが今までの行政と、そしてまた住民さんとの関係を新

しくしていくというふうなこともあろうかなと思います。そういった意味で、お

話をいただきました施設の掃除等につきましても、そこを使う方が一度みんな日

を決めて掃除をやろうかとかいうふうな提案も出てくるかなと思います。現に公

民館におきましては、公民館を利用していただいている皆さんが、公民館をきれ

いにしようということで取り組みをしていただいているというようなこともお

聞きをいたしております。こういったことがどんどん発展していくということは、

非常にいいことであり、期待をいたしたいと思っております。 

それと、この見直しにつきまして２３年度からやるのかというふうなことでご

ざいます。先ほども申していましたように、住民の負担に対する平等性・公平性

というふうな観点もございます。今現在減免をいたしております中に、個人の趣

味とかスポーツ活動とか、そういった利用していただく個人が受益を受けていた

だくようなものまで減免の対象ということになってございます。こういったもの

につきましては、使用料を払いながらでも、自分にとって必要なものはやはりや

っていかなければならないというふうなお気持ちになっていただくということ

も非常に必要かなというふうに思います。 

そういったことから、そもそも減免をいたす場合につきましては、公益性があ

るものに対して減免をするというふうなことになってございます。そういったこ

とから、もう少しこの公益性というものの判断基準というものを、少し研究をし

ながらはっきりする中で、使用料の在り方につきまして検討を進めていきたいと

考えております。以上、若井議員の質問に対する回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） ８番、若井議員。 

○８番（若井敏子） よくわからないのですけど、この財政健全化プランというのは、

１回説明を受けたのですけども、「（案）」がついたままで説明を受けているので

すね。「（案）」がいつかは取れてあるのかなと思うのですけれども、それが具体

的にやられるのは、もう恐らく来年からかなと、それぞれこれは今年から、あれ

は来年からとなって、最終的には２年間だけの辛抱ですよみたいな話を町長から

ありましたよね。ということは、２年間だけの辛抱でいいものですか、これも。

２年間の辛抱がこれの全体のどこに、どれが２年間の辛抱なのかというのがよく

わからなかったのですね。 
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そこらをはっきりしてほしいのと、私がもう１つ考えるのは、１時間使ったら

いくらですよというのではなくて、この施設を本当にあなたがここで自分の趣味

を満足させるために、この施設を使って利用いただくのについて、応分のご負担

をいただけませんかというので、「応分」はお任せする。それでは１円しか入っ

てこないかもわからないということがあるかも知れないですけれども、自覚を高

めるとか、協働という意味で共に考えるという中でつくり出すのは、「使用料い

くら」ではなくて、それぞれの判断でお支払いくださいと。１００円の人もあれ

ば３００円の人もあるだろうと、そういう話し合いができて、いくらか負担して

もらうという方法がいいのではないのかなと。この施設はもう条例でこう決まっ

ているのですと、減免を認めますから半分にしますけども、これだけ払ってもら

わないといけませんという、そういうものではなくて、そうしたらその料金は誰

が決めたのだという話になったら、議会が決めたということになるのかも知れな

いですけれども、みんなでその料金を決めるという、あるいは気づいた時に取る

とかというのは例えばですけれども、みんなで料金を決めると。それで納得して

ください、お互いにやりましょうよというのが協働だと思うのです。条例でこう

なっていますから、これだけくださいと。これは公的な部分が半分ありますから、

半分だけくださいと、そういうものではないのと違うかなと。そこらあたりにつ

いてはどうですか。 

○議長（寺島健一） 松瀬総務課長。 

○総務課長（松瀬徳之助） 若井議員の再々質問にお答えをいたします。 

財政の健全化の取り組みでございますが、補助金等の見直しもいたしておりま

して、平成２２年度からの取り組みという形で予算措置もいたしております。こ

ういったものにつきましては２カ年の経過というようなことでございますが、た

だいまの使用料等につきましては、これはもう原則的な話でございますので、ず

っと引き続き継続されるものであるというふうに考えております。 

それと、使用料の部分ですが、本人が賛助会費と言いますか、そういうふうな

感じで納得する部分について負担をされればというふうな、そういったこともあ

りではないかというふうなことでございますが、公共施設の使用料のつきまして

は、条例の定めによって徴収することができます。そういったことから、やはり

条例で基本線を示しておく必要はあるというふうに考えてございますので、なか

なか今おっしゃっていただきましたような、ご本人に任せるという形は、非常に

行政としても住民の皆さんの統一性とか平等性、こういったものに関して非常に
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不都合なものであるかなと考えております。以上、回答とさせていただきます。 

〇議長（寺島健一） 竹山町長。 

○町長（竹山秀雄） 健全化に向かう取り組みでございますけれども、２年間を重点

期間と定めさせていただきました。今いろいろと仕分け、あるいは削減等のそう

いったことをやっているわけでありますけれども、課長が申し上げましたとおり、

やはり戻さないといけないものもあるわけであります。しかし、これはもう恒久

的にという項目のものもございます。これにつきましては、このまた１年・２年、

状況を見ながらしっかりと判断をさせていただきたいという具合に思います。 

付け加えますと、もっともっと厳しくなるということぐらい、私は今、気持ち

の中には持っておりまして、できましたらこれ以上皆様にご心配いただかなくて

も済むようにと、これはもう言うまでもございません。以上、お答えとさせてい

ただきます。 

〇議長（寺島健一） 以上をもって一般質問を終結いたします。 

以上で、本日の議事日程は全部終了いたしました。これをもって本日の会議を

閉じ、散会いたします。 

大変ご苦労さまでございました。 

（散会 午後３時５０分） 

 


